
       記 入 例  

様式第１号（第３条関係）                                                                     
             

建設関連業務競争入札参加資格承認申請書 
  
建設関連業務に係る競争入札に参加したいので、参加資格等の審査を申請します。 
なお、この申請書及びその添付書類については、事実と相違ありません。 

記 
 

 業          種  登 録 番 号 ・ 登 録 年 月 日  部                              門 

 １ 測量 
    ( 本 ・ 受 ) 

 ( ５ )  第   １２３４５ 号 
    ２０２２年  ５月  １日 

１公共測量 ２その他 

 ２ 建設コンサル 
     タント 
      ( 本 ・ 受 ) 

 ( 建 )  １ － ２３４５ 号 
    ２０２１年  ６月  １日 
 
 
 

１河川、砂防及び海岸・海洋 ２港湾及び
空港 ３電力土木 ４道路 ５鉄道 
６上水道及び工業用水道 ７下水道 
８農業土木 ９森林土木  10水産土木 
11造園 12都市計画及び地方計画 
13地質 14土質及び基礎 
15鋼構造及びコンクリート 
16トンネル 17施工計画・施工設備及び 
積算  18建設環境 19機械 
20電気電子 

 ３ 地質調査 
    ( 本 ・ 受 ) 

 ( 質 )  ２－１２３４５６ 号 

    ２０２１年  ６月  １日 

１土質調査 ２岩盤調査 ３物理探査 
４試験・計測 ５その他 

 ４ 補償コンサル 
     タント 
      ( 本 ・ 受 ) 

 ( 補 )  ２ －   ３４５ 号 

    ２０２１年  ９月  １日 

 

１土地調査 ２土地評価 ３物件 
４機械工作物 ５営業補償・特殊補償 
６事業損失 ７補償関連 ８ 総合補償 

 ５ 建築設計 
        ( 本 ・ 受 ) 

      東京都  知 事 登 録 
         第 ０１２３４５ 号 
  ２０２４年 １２月 ２０日 

１建築 ２電気設備 ３機械設備 
４耐震診断 

 
注 業種の（本・受）及び部門欄については、該当するものの番号を○で囲むこと。 
 
 令和 ７年 １０月１７日 
 
 宮城県知事   村井 嘉浩      殿 
 
      本  店      住所又は所在地（〒１７０－００１３） 

東京都豊島区東池袋１－３－４－５ 
 

                商号又は名称  宮城技術 株式会社   
 
                代表者職氏名  代表取締役 宮城 太郎     
 
                電 話 番 号 ０３－１２３４－５６７８ 
 
                                Ｆ Ａ Ｘ 番 号  ０３－１２３４－５６７９  
                 
           受任機関            住所又は所在地（〒９８０－８５７０） 
                        宮城県仙台市青葉区本町３－８－１ 
 
                                商号又は名称  宮城技術株式会社 東北支店 
 
                                代表者職氏名  支店長 仙台 次郎      
 
                                電 話 番 号 ０２２－９８７－６５４３ 
 
                                Ｆ Ａ Ｘ 番 号  ０２２－９８７－６５４２  
 

  
提出者氏名 ： 青葉 四郎    
連 絡 先 ： 022-987-6541 

                                                

測量について、受任機関で申請する場

合、その受任機関で測量業の営業所登

録をしている必要があります。 

営業所の登録をしていない場合は、 

本店で申請してください。 

建築設計について、受任機関で申請する場合、その受任機関の所在地で建築士

事務所の登録を受ける必要があります。 

（記入例の場合：東北支店（所在地が宮城県）で行う場合は、宮城県知事登録

が必要） 

測量，建設コンサルタント，地質調査，

補償コンサルタントは，国（地方整備局）

の登録番号を記入してください。 

建築設計は，建築事務所の登録番号を記

入してください。 

様式右上の数字は変更し

ないでください。 

本店・受任機関とも

代表者の押印は不要

です。 



    

記 入 例  

別紙２（受任機関への権限の委任） 

 

 

委  任  状 

 

                              受任者 所 在 地 宮城県仙台市青葉区本町３－８－１ 
                                      受任機関名 宮城技術株式会社東北支店 

                                      代 表 者 名  支店長 仙台 次郎      

 

 

 私は、上記の者を代理人と定め、下記業種及び部門について令和８・９年度における宮城県建設関

連業務競争入札に係る以下の権限を委任します。 

記 

１ 入札参加の申請の件 

２ 契約の入札及び見積の件 

３ 契約の締結の件 

４ 契約代金の請求及び受領の件 

５ 復代理人選任の件 

６ その他入札参加及び契約履行に係る一切の件 

 

 業   種 部  門 

１ 測  量 １ 公共測量    ２ その他 

２ 建設コンサルタント １ 河川、砂防及び海岸・海洋  ２ 港湾及び空港 ３ 電力土木  

４ 道路 ５ 鉄道  ６ 上水道及び工業用水道  ７ 下水道  

８ 農業土木 ９ 森林土木  10 水産土木  11 造園  12 都市計画及び

地方計画 13 地質  14 土質及び基礎  15 鋼構造及びコンクリート 

16 トンネル 17 施工計画・施工設備及び積算  18 建設環境 

19 機械  20 電気電子 

３ 地質調査 １ 土質調査  ２ 岩盤調査  ３ 物理探査  ４ 試験・計測  ５ その他 

４ 補償コンサルタント １ 土地調査  ２ 土地評価  ３ 物件  ４ 機械工作物 

５ 営業補償・特殊補償  ６ 事業損失  ７ 補償関連 ８総合補償 

５ 建築設計 １ 建築  ２ 電気設備  ３ 機械設備  ４ 耐震診断 

                   注  受任機関に委任するものの番号を○で囲むこと。 

 

 

令和 ７年 １０月１７日 

宮城県知事  村井 嘉浩    殿 

 

                              委任者 所  在  地 東京都豊島区東池袋１－３－４－５ 

 

                                      商号又は名称 宮城技術株式会社 

 

                                      代  表  者  名  代表取締役 宮城 太郎        印 

 

委任する業種及び部門のみ○ 

本店で行う業種及び部門については○を

しないこと 

代表者印を押印してください。 

（上段：受任者の押印は不要） 



 記 入 例  

様式第１号の３（第３条関係） 

 

誓 約 書 

 

私（当社）は、「暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）第３２条第１項各号に掲げる者」のいずれにも該当しません。また、将来においても

該当することのないことを誓約します。 

 

 

令和 ７年 １０月１７日   

 

 

 宮城県知事  村井 嘉浩   殿 

 

 

申請者 住所又は所在地  

東京都豊島区東池袋１－３－４－５ 

                 商号又は名称  宮城技術株式会社 

                 代表者職氏名  代表取締役 宮城 太郎 印 

代表者印を押印し

てください。 



様式第２号（第３条関係） 記　入　例

商号又は名称 宮城技術　株式会社
１　営業収入実績高

（千円）

 １ 公共測量

 ２ その他

小　　　計 31,428

 １ 河川、砂防及び海岸・海洋

 ２ 港湾及び空港

 ３ 電力土木

 ４ 道路

 ５ 鉄道

 ６ 上水道及び工業用水道

 ７ 下水道

 ８ 農業土木

 ９ 森林土木

10 水産土木

11 造園

12 都市計画及び地方計画

13 地質

14 土質及び基礎

15 鋼構造及びコンクリート

1６ トンネル

17 施工計画・施工設備及び積算

18 建設環境

19 機械

20 電気電子

21 その他

小　　　計 2,717,650

 １ 土質調査

 ２ 岩盤調査

 ３ 物理探査

 ４ 試験・計測

 ５ その他

小　　　計 4,830

１　土地調査

２　土地評価

３　物件

４　機械工作物

５　営業補償・特殊補償

６　事業損失

７　補償関連

８　総合補償

９  その他

小　　　計 7,500

 １ 建築

 ２ 電気設備

 ３ 機械設備

 ４ 耐震診断

小　　　計 59,487

※　消費税を含まない額を記入すること。

自　　　　６ 年　　  　４月

至　　　　７年　　　　３月

自　　　　　５ 年　　  　４月

業種別年間平均実績高
（業種別の直近２年の

年間平均実績高）

1,890,000 2,003,500

450,000

12,000

合　　　　　 　　　計

そ　 　　の　　　 他

建
築
設
計

1,200

2,869,063 2,784,734

66,362 52,611

350 350

512 680

42,160

経　　営　　規　　模　　等　　総　　括　　表

業
種

25,500 37,355

14,800

568,000

部               門

前々事業年度分決算実績高
　　　　　　　　　　　　　　　（千円）

前事業年度分決算実績高
　　　　　　　　　　　　　　　（千円）

至　　 　　６年　　　　３月

1,616

6,130 5,880

2,416 3,970

301,500 222,300

56,789

3,771 5,888

155 302

補
償
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

7,800 7,200

7,800 7,200

地
　
質
　
調
　
査

　
建
　
設
　
コ
　
ン
　
サ
　
ル
　
タ
　
ン
　
ト

2,759,500 2,675,800

13,500 22,555
測
　
量

8,711 9,421

「合計」欄は、損益計算書「売上高合計
（会社全体）」欄と同じ数字になります。
（税抜きで記入願います。）

申請する業種以外については、
実績がある場合も上欄には記載せず、「そ
の他」欄に集計して記載します。

「測量」の小計欄は、損益計算書
「完成測量高」と同じ数字になりま
す。ただし、金額が税込みの場合
は、税抜きの金額に換算して記入
してください。

「建設コンサルタント」
「地質調査」
「補償コンサルタント」
の数字は、「現況報告書」の「直
前１年の事業収入金額」欄から
移記します。ただし、現況報告書
の金額が税込みの場合は、税抜
きの金額に換算して記入してくだ
さい。



２　自己資本額

至　　 　　６年　　　　３月至　　　　７年　　　　３月

３　職員の数

応用理学

４　営業年数

　    　年　　　月～　　　　年　　　月

記　入　例

　　　年　　月

１級土木施工
管理技士

1

森　　　林

環境
計量士

第１種電気
主任技術者

応用理学

74

２級建築士 建築積算士

線路
主任技術者

地質調査技士
技術士

1

１級建築士
構造設計

１級建築士

65

1

その他の職員 合計

建設コンサルタント

測量士 測量士補

機　　械

4 1

水　　　産

20

農　　業上下水道建　　設

5

　　　　４５年

転廃業（休業）の期間

1

10

建築設計

建築設備士

営業年数営業を開始した時

       Ｓ５３年　　　４月

設備設計
１級建築士

株 主 資 本

1

1

建　　設

土地家屋
調 査 士

司法書士

新 株 予 約 権

計

直 前 決 算 時 （ 千 円 ）　

２,７０５,５１５

△５，５１５

自　　　　６ 年　　  　４月

評 価 ・ 換 算 差 額 等

区　　　　　分

技術士

補償業務
管 理 士

情報工学

1

ＲＣＣＭ

その他

伝送交換
主任技術者

不動産鑑定士

測　　　量

電気電子

補償コンサルタント

その他

建設コンサルタント

その他

地質調査

「その他の職員」欄は、事務職員等の実数を記入すること。
「合計」欄は、会社全体の職員実数を記入すること。
技術職員数は延人数で記入するため、この表の合計とは合わなくてかまいません。

同一人による
「１級建築士」と 「構造設計１級建築士」、
「１級建築士」と 「設備設計１級建築士」、
「１級建築士」と「２級建築士」
は重複して計上しないこと。

同一人による複数の業種で加点対象となる資格（技術士）は、加点を希望する
業種のみ計上すること。

【対象資格（技術士）】
・「建設部門－土質及び基礎」
・「応用理学部門－地質」
⇒建コンか地質のどちらか一方で加点

各資格を所持している者の数を

延人数で記入すること。

建コン、地質、補償コンの「その

他」は、それぞれの加点対象の資

格者以外の技術職員数を記入する

こと。



様式第３号（第３条関係）

【業種： 測　量 　】 商号又は名称 （　宮城技術　株式会社 　）

氏　　　　　　名 資格者証等の名称
営業所の名称 交　  付 　 番  　号

生　年　月　日 取  得  年  月  日
本　　　店 　測量士⑤

　宮城　次郎
　第１２３４５号

S30年12月 1日 S50年 6月10日
本　　　店 　測量士⑤

　青葉　太郎
　第５６７８９号

S25年 1月 1日 S52年10月 1日
本　　　店 　測量士⑤

　太白　三郎
　第１１１１１号

S45年 3月 1日 H5年 4月20日
東北支店 　測量士⑤

　仙台　太郎
　第２２２２２号

S25年 8月 8日 S60年 7月10日
本　　　店 　測量士補❷

　宮城　花子
　第５４３２１号

S25年12月 1日 S50年11月20日

　　年　　月　　日 年　　月　　日
本　　　店 技術士_建設部門⑤

　宮城　花子 道路
第４４４４４４号

S25年12月 1日 H12年 4月20日

　　年　　月　　日 第　　　　　号
年　　月　　日

　　年　　月　　日 第　　　　　号
年　　月　　日

　　年　　月　　日 第　　　　　号
年　　月　　日

　　年　　月　　日 第　　　　　号
年　　月　　日

　　年　　月　　日 第　　　　　号
年　　月　　日

技　　術　　職　　員　　名　　簿

部
門

整理番号
常勤確認資料

（提出書類を選択）

記入例

住民税特別徴収税額通知書

1
標準報酬決定通知書

公
共
測
量

3
標準報酬決定通知書

2
標準報酬決定通知書

8
標準報酬決定通知書

2
標準報酬決定通知書

従事する部門を記載。

任意記載。

所持している資格を選択。

申請する業種を選択。

※業種ごとに、別葉に記入

してください。

当該業種の加点対象外の資格は、入力できません。

※測量業種では技術士の資格は加点対象外。

技術職員ごとに、提出する常勤確認資

料を選択。

標準報酬決定通知書で常勤確認

を行う職員については、名簿と通

知書が突合できるよう通知書に任

意の番号を振り、その番号を転記

してください



様式第３号（第３条関係）

【業種： 建設コンサルタント 　】 商号又は名称 （　宮城技術　株式会社 　）

氏　　　　　　名 資格者証等の名称
営業所の名称 交　  付 　 番  　号

生　年　月　日 取  得  年  月  日
本　　　店 　技術士_建設部門⑤

　宮城　花子 河川砂防及び海岸海洋
　第１２３４５号

S25年12月 1日 S50年11月10日
技術士_総合技術監理部門⑤

〃 建設－河川砂防及び海岸海洋

第３３３３３３号
　　年　月　日 S52年10月 1日

　技術士_建設部門⑤
〃 道路

第４４４４４４号
　　年　月　日 H2年 4月20日

RCCM❷
仙台　次郎 河川、砂防及び海岸・海洋

　第５４３２１号
S45年 1月 1日 H15年 4月10日

RCCM❷
〃 道路

　第２２２２２号
　　年　月　日 S60年 7月10日

環境計量士❷
〃 濃度関係

第３１３１３１号
　　年　月　日 H3年 4月 1日

環境計量士❷
〃 騒音・振動関係

第３１３１３２号
　　年　月　日 H3年 4月 1日

技術士_機械部門⑤
東北支店 青葉　次郎 H30年度以前：流体工学

　第１２３４５号
S31年 5月 9日 S58年 7月10日

技術士_総合技術監理部門⑤

〃 水産－水産土木
　第１２３４５号

　　年　月　日 S63年10月 1日

地質調査士❷
〃 現場調査

　第１２３４５号
　　年　月　日 S60年12月12日

　　年　　月　　日 第　　　　　号
年　　月　　日

記入例

〃
〃

河
川
，
砂
防
及
び

海
岸
・
海
洋

2
標準報酬決定通知書

技　　術　　職　　員　　名　　簿

部
門

整理番号
常勤確認資料

（提出書類を選択）

〃
〃

5
標準報酬決定通知書

〃
〃

6
標準報酬決定通知書

〃
〃

〃
〃

〃

〃
〃

従事する部門を記載。

任意記載。

所持している資格を選択。部門・科

目がある資格は、それらについて

も選択。

当該業種の加点対象となる資格を同

一人が複数所持している場合、重複

して記載可。

当該業種の加点対象外の資格は、入力できません。

※建設コンサルタント業種では、地質調査士の資格は加点対象

技術職員ごとに、提出する常勤確認資

料を選択。

申請する業種を選択。

※業種ごとに、別葉に記入

してください。

標準報酬決定通知書で常勤確認

を行う職員については、名簿と通

知書が突合できるよう通知書に任

意の番号を振り、その番号を転記

してください



様式第３号（第３条関係）

【業種： 地質調査 　】 商号又は名称 （　宮城技術　株式会社 　）

氏　　　　　　名 資格者証等の名称
営業所の名称 交　  付 　 番  　号

生　年　月　日 取  得  年  月  日
本　　　店 　技術士_建設部門⑤

　宮城　次郎 土質及び基礎
　第１１１１１号

S30年12月 1日 S60年10月10日
地質調査士❷

〃 現場調査
第３３３３３３号

　　年　月　日 S62年10月 1日
技術士_応用理学部門⑤

　仙台　次郎 地質
　第２４６８０号

S45年 1月 1日 S60年12月12日
地質調査士❷

青葉　次郎 現場技術・管理
第２２２２２２号

S31年 5月 9日 S62年10月 1日

補償業務管理士❷
〃 土地調査

Ⅱ-2-第0002号
　　年　月　日 H20年10月 1日

　　年　　月　　日 第　　　　　号
年　　月　　日

　　年　　月　　日 第　　　　　号
年　　月　　日

　　年　　月　　日 第　　　　　号
年　　月　　日

　　年　　月　　日 第　　　　　号
年　　月　　日

　　年　　月　　日 第　　　　　号
年　　月　　日

　　年　　月　　日 第　　　　　号
年　　月　　日

　　年　　月　　日 第　　　　　号
年　　月　　日

記入例

技　　術　　職　　員　　名　　簿

部
門

整理番号
常勤確認資料

（提出書類を選択）

岩
盤
調
査

5
標準報酬決定通知書

〃
〃

土
質
調
査

3
標準報酬決定通知書

〃
〃

6
標準報酬決定通知書

従事する部門を記

載。任意記載。

当該業種の加点対象外の資格は、入力できません。

※地質調査業種では補償業務管理士の資格は加点対象外。

当該業種の加点対

象となる資格を同

一人が複数所持し

ている場合、重複

して記載可。

所持している資格を選択。部門・科目がある資格は、それら

についても選択。

申請する業種を選択。

※業種ごとに、別葉に記

入してください。

技術職員ごとに、提出する常勤確認資料を選択。

標準報酬決定通知書で常勤確認

を行う職員については、名簿と通

知書が突合できるよう通知書に任

意の番号を振り、その番号を転記

してください



様式第３号（第３条関係）

【業種： 補償コンサルタント 　】 商号又は名称 （　宮城技術　株式会社 　）

氏　　　　　　名 資格者証等の名称
営業所の名称 交　  付 　 番  　号

生　年　月　日 取  得  年  月  日
東北支店 補償業務管理士❷

宮城野　三郎 土地調査
Ⅱ-2-第0001号

S35年 4月 1日 H20年10月 1日
補償業務管理士❷

〃 土地評価
Ⅱ-2-第0002号

　　年　月　日 H20年10月 1日
補償業務管理士❷

〃 物件
Ⅱ-2-第0003号

　　年　月　日 H20年10月 1日
補償業務管理士❷

〃 機械工作物
Ⅱ-2-第0004号

　　年　月　日 H20年10月 1日
補償業務管理士❷

〃 営業補償･特殊補償
Ⅱ-2-第0005号

　　年　月　日 H20年10月 1日
補償業務管理士❷

青葉　次郎 事業損失
Ⅱ-2-第0006号

S31年 5月 9日 H20年10月 1日
補償業務管理士❷

〃 補償関連
Ⅱ-2-第0007号

　　年　月　日 H20年10月 1日
補償業務管理士➋

〃 総合補償
Ⅱ-2-第0008号

　　年　月　日 H20年10月 1日
本　　　店 補償業務管理士❷

　太白　三郎 土地調査
Ⅱ-2-第1001号

S45年 3月 1日 H14年 9月 1日
補償業務管理士❷

〃 土地評価
Ⅱ-2-第1002号

　　年　月　日 H15年11月 1日

　　年　　月　　日 　　　年　　月　　日

本　　　店 地質調査士➋
〃 現場調査

H10年12月12日

記入例

〃
〃

土
地
調
査

7
標準報酬決定通知書

技　　術　　職　　員　　名　　簿

部
門

整理番号
常勤確認資料

（提出書類を選択）

〃
〃

〃
〃

〃
〃

〃
〃

〃
〃

6
標準報酬決定通知書

〃

住民税特別徴収税額通知書

〃

申請する業種を選択。

※業種ごとに、別葉に記

入してください。

従事する部門を記載。

任意記載。

当該業種の加点対象となる資格を同一人が

複数所持している場合、重複して記載可。

所持している資格を選択。部

門・科目がある資格は、それ

らについても選択。

当該業種の加点対象外の資格は、入力できません。

※補償コンサルタント業種では地質調査士の資格は加点対象外。

技術職員ごとに、提出する常勤確認資料を選択。

標準報酬決定通知書で常勤確認

を行う職員については、名簿と通

知書が突合できるよう通知書に任

意の番号を振り、その番号を転記

してください



様式第３号（第３条関係）

【業種： 建築設計 　】 商号又は名称 （　宮城技術　株式会社 　）

氏　　　　　　名 資格者証等の名称
営業所の名称 交　  付 　 番  　号

生　年　月　日 取  得  年  月  日
本　　　店 構造設計１級建築士⑤

　宮城　次郎
　第４４４４４号

S30年12月 1日 H20年 2月10日
２級建築士➋

　太白　三郎
（石）第２１５号

S45年 3月 1日 H17年 4月 2日
１級建築士⑤

　青葉　太郎
　第１１１１１１号

S25年 1月 1日 H20年 2月10日
設備設計１級建築士⑤

　宮城　花子
　第２２２２２号

S25年12月 1日 H17年 4月 2日
建築設備士⑤

　仙台　次郎
　第1111－222222号

S45年 1月 1日 H20年 2月10日

第　　　　　号
年　　月　　日

　　年　　月　　日 第　　　　　号
年　　月　　日

補償業務管理士❷
〃 土地調査

Ⅱ-2-第0001号
　　年　月　日 H20年10月 1日

　　年　　月　　日 年　　月　　日

　　年　　月　　日 第　　　　　号
年　　月　　日

　　年　　月　　日 第　　　　　号
年　　月　　日

　　年　　月　　日 第　　　　　号
年　　月　　日

記入例

技　　術　　職　　員　　名　　簿

部
門

整理番号
常勤確認資料

（提出書類を選択）

住民税特別徴収税額通知書

建
築

3
標準報酬決定通知書

5
標準報酬決定通知書

2
標準報酬決定通知書

従事する部門を記載。

任意記載。

所持している資格を選択。

当該業種の加点対象となる資格を同一人が複数所持してい

る場合、重複して記載可。

ただし、①１級建築士と構造設計１級建築士、②１級建築士

と設備設計１級建築士、③１級建築士と２級建築士は重複記

入不可。

当該業種の加点対象外の資格は、入力できません。

※建築設計業種では補償業務管理士の資格は加点対象外。

技術職員ごとに、提出する常勤確認資料を選択。

申請する業種を選択。

※業種ごとに、別葉に記入し

てください。

標準報酬決定通知書で常勤確認

を行う職員については、名簿と通

知書が突合できるよう通知書に任

意の番号を振り、その番号を転記

してください



    記 入 例  

別紙１ 

 

建設関連業務入札参加資格等審査申請書（付属資料） 
                                                                             

 

（１）ＩＳＯ認証状況 

  ア ＩＳＯ１４０００シリーズ 
 【取得している場合は１を、取得していない場合は０を記入する】 

 

  イ ＩＳＯ９０００シリーズ 
 【取得している場合は１を、取得していない場合は０を記入する】 
 

① (公財)日本適合性認定協会（以下「ＪＡＢ」という。）又はＪＡＢと相互承認して 

いる認定機関が認定した審査登録機関の認証を取得していることが必要です。 

② 認証取得した営業所及び認証部門は問いません。 

③ 申請日現在有効で、初回登録日、更新日（更新している方）及び有効期限が記載さ 

 れているものが必要です。 

  なお、有効期限の記載がないものは、審査機関に直接お問い合わせください。 

 

 

（２） みちのく環境管理規格（みちのくＥＭＳ）認証状況 
 【取得している場合は１を、取得していない場合は０を記入する】 
 
 

 

 

（３） ポジティブ・アクションの推進に係る確認書の交付状況 

 【取得している場合は１を、取得していない場合は０を記入する】 

 
 
 

（４） 障害者雇用状況 

  ア 障害者雇用義務について 
 【「障害者の雇用の促進に関する法律」に基づく障害者雇用が義務付けられ 

  ている業者として、対象の場合は１を、対象外の場合は２を記入する】 

           対象→ イ へ   対象外→ ウ へ 

 対象事業者は、原則として、従業員数が４０人以上の業者となります。 

詳細は管轄の公共職業安定所（ハローワーク）に確認してください。 
 
  
  イ 障害者雇用を義務付けられている事業者の法定雇用達成状況 
 ※アで「１」と記入した方が対象です。「２」とした方は空欄としてください。 

 【法定雇用義務達成業者であれば１を、未達成であれば２を記入する】 
 

 法定雇用義務達成とは、公共職業安定所（ハローワーク）に提出している「障害者雇

用状況報告書」の表中「身体障害者、知的障害者又は精神障害者の不足数」欄が０人の

場合です。 
 
 
  ウ 障害者雇用を義務づけられていない事業者の障害者雇用状況 

   ※アで「２」と記入した方が対象です。「１」とした方は空欄としてください。 

 【障害者を雇用している場合は１を、雇用していない場合は０を記入する】 

 

 
（注）「１」と記入した項目がある場合、確認書類の添付が必要になります。 

   ただし、（４）アについては、イで「未達成」の場合、添付不要です。 

①  認証取得した営業所及び認証部門は問いません。 

②  申請日現在有効で、初回登録日、有効期限が記載されているものが必要です。 

③ ISO14000シリーズとの重複加点は行いません。 

 申請日現在、有効な確認証を交付されている事業者が該当します。 

（１）ア 

０ 

（１）イ 

１ 

 

（２） 

１ 

 

 

（３） 

０ 

０ 

（４）ア 

２ 

 

（４）イ 

 

 

（４）ウ 

１ 

 

 

 

「（１）ア」及び「（２）」欄は， 

一方が「１」の場合、もう 

一方は「０」としてください。 



（千円） （千円） （人） （年）

１：新規
２：継続（過去に登録があったものも含
む）

整理番号について
・直近の入札参加資格承認通知書また
は承認者名簿から転記すること。
・新規登録申請者は空欄にすること。
(ただし，過去に登録があった新規業者
は取扱を２とし，整理番号がわかる場合
は記入すること

2 2

2 2

6 7 8

5

登録年月日

2 2

2 1

1 2 3 4

1 2 3 4 5

1

2 3 4

2

法人組織の略号
株式会社・・・・（株）
有限会社・・・・（有）
合資会社・・・・（資）
合名会社・・・・（名）
協同組合・・・・（同）
協業組合・・・・（業）
企業組合・・・・（企）

姓と名の間は、1文字空ける事。

1

代　表　者　名 郎

シ

0

‶ ウ 受任機関がある場合、受任
機関の欄も必ず記入すること。

タロウ本店代表者名
（カタカナ）

ミ キ ‶キ ‶ シ ‶ ﾕ ツ０２
本   店   名   称

（カタカナ）
ミ キ ‶ヤ

取り扱い
2

8 7

7

ヤ

5 0

イ

1 2

8 3

5 9

0

4

9 0

4 00 12

整理番号

0

仙

年 月 日

00 ﾐ 0

取扱

4

所　　在　　地 宮

台0

受 任 機 関 名 称 東

-

5 6 46

0

0 0

東 京

ｔ o

0

ｍ

都

ｇ i

北

業　　種

ｙ a

城

ｍ i ｙ０７

所　　在　　地

項番

9 8

0 4

受　付　番　号

i

メールアドレス

3

2

2

（
 

本
店
 

）

（
受
任
機
関

） ×× . △o ｋ

8

△

9- 9 6 5- 2

1 0

.

自己資本額

6 7

07

ｐ＠

4

u

1

-20 -70

ｈ ×× ｊ

FAX番号34

島 池

4 郎97

‶ンタ ロ

東 －

支

（

4

店

－－ 53

受任機関代表者名
（カタカナ）

0 3 3

袋

FAX番号

1

52 -3 1 2-4 6 7- 5 6 太城宮代　表　者　名

台

０３ 本 　店　 名 　称 ）宮 城 技

ｇ i ○○ .

仙

× . ｊ

市

×

0

×

県

a ×

0

＠

1 電話番
号

術 株

3０６ 郵　便　番　号 1 7 3－

豊

10 -

区

7 市町村コード 事務所コード申　請　年　月　日 2 0

審査商　号　又　は　名　称

宮城技術（株）

0 1

建 設 関 連 業 務 競 争 入 札 参 加 資 格 承 認 申 請 入 力 票 （その１）

2 5 1０１

セ

ｐ

8

区 本青 葉

0 電話番
号

町 3 8－

職員数

46 5－ 8 5 7

－

2 2

１２

3１４

株　主　資　本

１３

登録番号

０９

１測量

50

郵　便　番　号

１０ メールアドレス

０５

１１

０８

０４

6

年間平均実績高（千円）

1
1

申　請　部　門

0

18

0 0

0 0 5

02

0

2
0

2 0 5 57

3

1

1
6

1

5 2

5

24

4

4

3

1 2

3

１７ 1

２建設コンサルタン
ト

５建築設計

0 4

05

１６

４補償コンサルタン
ト

2

31

3 11

1
9

4
1
7

1
4

1
5

5

2

21

1
8

7
1
3

1
2

8

１５

３地質調査

1 1

0 2

9
1
0

7 6 5 2

3 0

0

0 1

2

2 05 21

5 22 0 13 2 4 8 117 1 1

2

4

姓と名の間は、1文字空ける事。

57 4 営業年数

次

21 4

ＩＳＯ１４０００
シリーズ取得状況

0 有:１
無:０

ＩＳＯ９０００
シリーズ取得状況

1 有:１
無:０

達成　 ：１
未達成：２

雇用障害者
みちのく
ＥＭＳ

1 有:１
無:０

ポジティブ
アクション

0 有:１
無:０

　障 害 者 雇 用
法定雇用義務業

1 有:１
無:０

2 対象　 ：１
対象外：２

法定義
務

記　入　例

注

注

★所在地記入時の注意
都道府県、郡、市区町村名の直後に空白を
入れる。ただし，政令指定都市の行政区名の
直後には空白不要。

例１（東京都千代田区霞ヶ関2-1）
東京都＿千代田区＿霞ヶ関2-1

例２（宮城県仙台市若林区文化町2-1）
宮城県＿仙台市＿若林区文化町2-1

例３（宮城県牡鹿郡女川町字町2-1）
宮城県＿牡鹿郡＿女川町＿字町2-1

※ 上記「＿」は空白(スペース）

受任機関がない

場合、記入しない。 （「雇用義務対象（１）」の回答者のみ記

建築設計業務のみ、申請する本又は支店の所在する都道府県コード及び登録番号を記入する。（他の業種は登録のとおり記載）

（「雇用義務対象外（２）」

申請業種のみ記入する。

項番１１の内容は「経営規模等総括表」２ページ目から移記する。

「年間平均実績高」の数字は「経営規模等総括表」１ページ目から移記する。

注

「申請部門」は、
業種ごとに、申請する部門
の番号欄（様式第１号「申請
書」の部門欄の番号と合致
します）に、本店であれば
「１」、受任機関であれば「２」
を記入する。

項番１２の内容は
「付属資料」から移記する。

北海道 ０１ 東京都 １３ 滋賀県 ２５ 香川県 ３７

青森県 ０２ 神奈川県 １４ 京都府 ２６ 愛媛県 ３８

岩手県 ０３ 新潟県 １５ 大阪府 ２７ 高知県 ３９

宮城県 ０４ 富山県 １６ 兵庫県 ２８ 福岡県 ４０

秋田県 ０５ 石川県 １７ 奈良県 ２９ 佐賀県 ４１

山形県 ０６ 福井県 １８ 和歌山県 ３０ 長崎県 ４２

福島県 ０７ 山梨県 １９ 鳥取県 ３１ 熊本県 ４３

茨城県 ０８ 長野県 ２０ 島根県 ３２ 大分県 ４４

栃木県 ０９ 岐阜県 ２１ 岡山県 ３３ 宮崎県 ４５

群馬県 １０ 静岡県 ２２ 広島県 ３４ 鹿児島県 ４６

埼玉県 １１ 愛知県 ２３ 山口県 ３５ 沖縄県 ４７

千葉県 １２ 三重県 ２４ 徳島県 ３６

都道府県コード

西暦で記入する。

西暦で記入する。

申請内容の文字数が多く、入力欄が足りない場合は、欄を追加するか、



各業種の資格取得者数

（人）

（人）

（人）

（人）
8

2

1 0

5

５建築設計

技術職員数（人）

２１

15

1 1

農業部門

審査

宮城技術（株）

商　号　又　は　名　称

4

1

その他

1

1

214

2

1

1

 9 13

2

２建設コンサルタント

技術職員数（人） 受任機関（人） 技　　　術　　　士
機械部門 電気電子部門 建設部門 上下水道 情報工学部門 応用理学部門

１８

建 設 関 連 業 務 競 争 入 札 参 加 資 格 承 認 申 請 入 力 票 （その２）

１測量

技術職員数（人） 受任機関（人） 測量士 測量士補

１９

一級土木
施工管理技士

環境計量士
第一種電気
主任技術者

伝送交換
主任技術者

線路
主任技術者

RCCM

３地質調査

技術職員数（人） 受任機関（人） 技術士 地質調査技士
建設部門 応用理学部門

２０

４補償コンサルタント

技術職員数（人） 受任機関（人）
不動産鑑定

士

設備設計
一級建築士

一級建築士 建築設備士 二級建築士

土地家屋
調査士

司法書士
補償業務
管理士

その他

0

建築積算士

２２ 1

受任機関（人）
構造設計

一級建築士

記　入　例

その他

森林部門 水産部門

「技術職員数」欄は、各業種ごと「資格数」欄の合計を記入する。

・「各資格を所持している者の延

人数」を記入する。

「経営規模等総括表」の「職員の

数」の技術職員の数と合致するこ

と。

・申請業種についてのみ記入す

ること。（例 測量の申請をしない

場合、測量士が在籍していても

「測量士」欄は空欄）

・「受任機関」欄は、「技術職員数」欄のうち、受任機関に勤務する者の延資格数を内数で記入すること。

・「受任機関」で申請する場合で、受任機関に加点対象となる技術職員がいない場合は０を記入すること。

・「本店」で申請する場合は、受任機関に勤務する者に加点対象の資格を持つ者がいても、空欄とすること。



○追加調書対象期間：令和３年４月以降に受注した業務

１　設計（　　４０％） 　　２　構造設計①（　　１０％） ３　構造設計②（　　　　％）

４　建築設備設計（　　　　％） 　　５　工事監理（　　２０％） ６　耐震診断（　　３０％）

７　その他調査（　　　　％）

　２　実務経歴（本欄は，過去5年程度の実績のうち主なものを記入するものとし，最大１５件までの記入とする。）

構造・階数

延床面積

Ｒ３年 ＲＣ造・２Ｆ

５月 延2,400m 2

Ｒ４年 SRC造21F/B1F

７月 延9,960m 2

Ｒ５年 SRC造２F

１月 延1,060m 2

年

月

年

月

年

月

年

月

年

月

年

月

年

月

年

月

年

月

年

月

年

月

年

月

注 ①　区分の欄の「公」は、国及び地方公共団体発注のもの、「民」は、これ以外のものとし、該当する方を○で囲むこと。

③　用途の欄は、具体的な建物の用途を記入すること。

⑤　業務内容の欄のうち、構造設計については、次に該当する場合のみ記入するものとし、該当するものを○で囲むこと。
構造設計① 高さ３１ｍを超えるもの
構造設計② 建築基準法施行令第８２条の３に規定する保有水平耐力の計算を行ったもの

建築設計業務入札参加資格承認申請追加調書

　１　実務従事割合（対象期間における、下記１～７の業務別従事割合を概数で記入すること。業務内容については、「２実務経歴」の注を参照す
ること。）

②　所在地の欄は、当該業務対象物件の所在地を記入するものとし、宮城県内にあっては市町村名、宮城県外の国内にあっては都
道府県名、国外にあっては国名を記入すること。

④　業務内容の欄は、協力事務所等に再委託したものは除き、協力事務所として自ら行ったものは含むものとし、該当するものを○で
囲むこと。

設計・構造設計①・構造設計②
建築設備設計・工事監理・耐震診断・調査

設計・構造設計①・構造設計②
建築設備設計・工事監理・耐震診断・調査

15 公・民

14 公・民

設計・構造設計①・構造設計②
建築設備設計・工事監理・耐震診断・調査

13 公・民
設計・構造設計①・構造設計②

建築設備設計・工事監理・耐震診断・調査

12 公・民

設計・構造設計①・構造設計②
建築設備設計・工事監理・耐震診断・調査

11 公・民
設計・構造設計①・構造設計②

建築設備設計・工事監理・耐震診断・調査

10 公・民

設計・構造設計①・構造設計②
建築設備設計・工事監理・耐震診断・調査

9 公・民
設計・構造設計①・構造設計②

建築設備設計・工事監理・耐震診断・調査

8 公・民

設計・構造設計①・構造設計②
建築設備設計・工事監理・耐震診断・調査

7 公・民
設計・構造設計①・構造設計②

建築設備設計・工事監理・耐震診断・調査

6 公・民

設計・構造設計①・構造設計②
建築設備設計・工事監理・耐震診断・調査

5 公・民
設計・構造設計①・構造設計②

建築設備設計・工事監理・耐震診断・調査

4 公・民

山形県 住宅（株）△設計 ○○マンション 設計・構造設計①・構造設計②
建築設備設計・工事監理・耐震診断・調査

3 公・民 多賀城市 ××地区宿舎（Ａ棟） 多賀城市 宿舎 設計・構造設計①・構造設計②
建築設備設計・工事監理・耐震診断・調査

2 公・民

業務内容

1 公・民 宮城県 ○○高等学校実習棟 仙台市 教育施設
設計・構造設計①・構造設計②

建築設備設計・工事監理・耐震診断・調査

商号又は名称 宮城技術株式会社　一級建築士事務所 承認番号

番号 区分 発注者名
受注
時期

件　　名 所在地 用途

記 入 例

建築設計申請者のみ提出してください。

１～７全てを加算して、１００％
となるように記入すること。

承認番号は記入しないこと

建築事務所登録して
いる名称は、省略し
ないで記入すること。


